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はじめに
２１世紀、グローバライズされた国際社会は、
「対テロ戦争」が作り出した「新テロリズム」に
よる恐怖と不安、そして保安と差別という状況に
悩んでいる。９．１１テロの核心勢力の烙印を押され
たアフガニスタンのタリバン勢力に対する報復
と、アメリカにおける正義の具現下で開始した
「対テロ戦争」は、むしろさらなるテロリズムに
火をつけた。これにより無差別的なテロの大量殺
傷の危険性はさらに増加することとなった１）。と
くに、特定対象（ハードターゲット）を中心に行
われたテロリズムを、不特定対象（ソフトター
ゲット）とする無差別的テロリズムへと転換して
いった。どこでもだれでもテロの標的になりうる
というテロリズムの恐怖と不安は、「新テロリズ
ム vs反テロ法」という構図で世界の各国に拡散
していった２）。
アメリカの「新テロリズム」に対する恐怖と危
機感は、国際社会のイスラム人を対象とする人権
侵害や人種差別という人権問題を公然と導出した
だけではなく３）、「対テロ戦争」のための同盟国
の追加派兵と支援という形で、むしろ世界の平和
維持や共存という重要な国際的使命として位置づ
けられた４）。しかも、西欧のイスラムに対する政
策的、宗教的、人種的な非難行為は、反米イスラ
ム勢力による「新テロリズム」として拡散し、一
年で数千名に達する民間人の犠牲とともに、国際
社会からの孤立というアフガニスタン人をなおさ
らの貧困、疲弊へと導いた。ことに、９．１１テロの
主犯と注目されたアフガニスタンは、７年間「対
テロ戦争」で多数の人的・物質的被害、そして反
米のイスラム勢力の「テロ型の戦争行為」などに
よって、２００８年の１年間で２０００名余りの民間人が
犠牲にされた。また、アフガニスタンの救護と再
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１） （Kang Min Wan）、「テロリズムの効率的対応に対する協力法案」、『韓国警察学会報』（韓国警察学会、
２００８）； （Park Yong Hyun）、「テロ対応における国際協力法案のガバナンス的検討」、『法学研究』Vol２７
（韓国法学会、２００７）と「新テロリズムに対応をするための国際警察協力体系に関する研究」、『法学研究』Vol
１９（韓国法学会、２００５）； （Oh Tae Kon）、「国際テロの対応のための規範体系論的接近」、『国際地域研
究』Vol１１（国際地域学会、２００７）； （Chae Jae Byung）、「国際テロリズムの変化と持続性：歴史的分
析」、『韓国政治外交史論叢』Vol２８（韓国政治外交史学会、２００７）；Alexander. Yonah & Edgar H. Brenner（eds.）,
U.S. Federal Legal Response to Terrorism,（New York,２００２）；Benjamin, Daniel & Steven Simon, The Age of
Scared Terror,（New York, ２００２）；Combs, Cindy C. & Martin Slann, Encyclopedia of Terrorism,（New York,
２００２）；Greve, Michael, “After Terrorist‘s War: A New Age of Government Centralization,”（２００２）；Halberstam,
David, War in a Time of Peace: Bush, Chiton, and the Generals,（New York,２００１）；The White House, The
National Security Strategy of The United States of America,（Washington D. C,２００２）などを参考。
２） （Yoon Eun Joo）、「韓国における対テロの対応態勢と発展方向」（KIDA学会の発表論文、２００２）、pp.７８―
７９と （kim tea u）、『テロリズムと文明共存』（韓国国防研究院、２００２）を参照。
３）ドイツの前連邦法務長官 Sabine Leutheusserの「２００４年人権報告書」参照。
http://www. uni-kassel. de/fb５/frieden/themen/Menschenrechte/grundrechte２００４. html
４）W. Bush政府は「民主主義対独裁・全体主義」「文明対反文明」「善対悪」の闘争であると力説した。また「イス
ラム・ファシズム」という用語を使って「イスラム全体との戦争」にまで拡大していった。２００６年９月１１日〈週
間朝鮮〉記事参照。
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建のため派遣された非政府団体所属の外国人たち
やアフガニスタン人の協力者は、テロと拉致の対
象となって犠牲にされた。
このような「対テロ戦争」とかかわる国際状況
に基づき、本研究では、７年間「対テロ戦争」か
ら勃発している「新テロリズム」に関する具体的
な実態と現況を把握するため、アフガニスタンを
中心とするテロと拉致事件の分析を行おうとす
る。そこからアメリカの主導下に作り出された
「新テロリズム」に対する汎世界的な危機感の拡
散や、その影響を批判的立場から考察していく。
それを踏まえて、アフガンから勃発している「新
テロリズム」においては、国際社会の巨大な関心
と非難となった「アフガンにおける韓国人宣教団
２３名の拉致事件（以下、韓国人宣教団の拉致事件
として表記）」を一つの事例として分析しようと
する。それとかかわって、韓国人宣教団の拉致事
件の韓国の宗教団体に及ぼした影響を、Netizen５）
の非難世論の理由と内容とを絡めながら、韓国社
会にもたらされた実態を分析する。最後に、拉致
された韓国人宣教団と韓国キリスト教に対するイ
ンターネット上での非難世論の形成に重要な役割
を果たしたアンチ宗教サイトの現況と発生背景、
そして社会的な役割を究明することを最終的な目
的としたい。
１．「新テロリズム」とアフガニスタン
７年間の「対テロ戦争」はテロリズムを根絶す
ることができないばかりか、皮肉なことに「新テ
ロリズム６）」という新たなテロ概念を創出させ、
かえってその被害を拡大していった。国際社会に
おいて勃発している「新テロリズム」のうち、
５６％以上がイスラム圏内で行われ、時間がたつと
ともに、発生頻度は想像以上に急速に増加してい
る状況である７）。このようにテロリズムに関する
何の成果も導出できない状態で、むしろ国際社会
から批判的視角と論争のみ拡散されている。たと
えば、「対テロ戦争」以後、続けて急増している
テロリズムによって、国際社会は本格的な「新テ
ロリズム」にさらされ、各国は自国や自国民の保
護のために反テロ法のような保安法を根拠としな
がら、イスラム人を含む外国人を政策的、宗教
的、人種的に差別するといった人権問題を惹き起
こしている８）。何よりもテロの発生地、テロの危
険国、旅行禁止国という不名誉を背負っているア
フガニスタンとイラクなどのイスラム人は、国際
社会の冷たい視線と偏見、そして自国内から行わ
れている戦争とテロの危険のなか、疲弊と孤立の
局面におかれている。とくにアフガンは、９．１１テ
ロと「新テロリズム」の元凶として、続く戦争と
急増しているテロで年間数千名の民間人が犠牲に
された。また、歴史上、最悪の貧困国家に転落す
ることとなり、飢餓、無政府、逼迫に数百万の難
民が発生し、彼らはパキスタンとイランなどの周
辺国で惨めな逃避生活を続けている。このような
状況に基づき、２１世紀の「新テロリズム」に関す
る具体的な実体と情況を把握するためには、何よ
りも「対テロ戦争」以後、年間数十数百件に達す
るテロの犠牲者が発生しているアフガニスタン内
５）市民を意味する Citizenと通信網を意味する Networkの合成語。ドサン百科事典 EnCyber & EnCyber. com。
６）要求条件やテロ目標が不明確で追跡することが困難（顔のないテロリズム）、２）現代的大量殺傷の武器や装備
（航空機など）による戦争水準の被害発生、３）情報通信技術の活用で世界の各地を Net-Workで連結する組織網
管理、４）長い時間（数ヶ月あるいは数年間）にかけて準備するが、テロリズム行為の突発性と緊迫性によって
対応時間の不足、５）攻撃手段の多様性で防護と予防策の用意が困難、６）大量殺傷の武器使用が予想されるこ
とで、新たな次元の対応策が必要（核兵器、生化学、GAS）、７）テロリズム現場が実時間の生放送されること
によって効果が早くて危険が拡散、８）戦争と同じように大量破壊と犠牲で拡散。国家情報員、「２００２年度テロ
情勢」、『国家情報員』（ソウル、２００３）。
７）２００５年と２００６年度国家情報院のテロ情報統合センターの統計によると、２０００年４２９件、２００１年４６６件、２００２年４９７
件、２００３年８０９件、２００５年１，８７７件、２００６年２，９００件と増加し続けていた。テロ事件中５６％以上が中東から発生し
ている。
８） （Shin Young Ho）、「『テロとの戦争』の国際法的問題」、『民主法学』（民主主義法学研究会、２００４）；
（Kang Seung Sik）、「Bush行政府の反テロ措置に対する批判的考察」、『漢陽法学会』第２０集（漢陽法学
会、２００７）； （Koo Choon Kweon）、「『テロとの戦争』に対する批判的な照明」、『２１世紀政治学会報』第
１５冊１号（２１世紀政治学会、２００５）； （Kim Young Sok）、「アメリカの対テロ戦争と２００６年軍事委員会法
に関する法的分析」、『ソウル国際法研究』第１４冊２号（ソウル国際法研究院、２００７）を参照。
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のテロリズムに関する根本的な論議や分析は必須
不可欠であろう。
アフガニスタンの内部から勃発しているテロの
対象をみれば、大部分が非政府団体（NGO）所
属の外国人と敵国に協力、同調する自国民を主要
対象に行われていた。こうした犠牲者たちは２００８
年１年間３０００名余りに至っており、そのうち５０％
に当る１５００名余りが民間人である。犠牲者は警
察、公務員などが主なテロ対象になっているが、
子ども、女性たちも無差別的テロによって犠牲に
されている。とくに、NATO軍と反米イスラム勢
力との武力衝突による犠牲よりも、反米イスラム
勢力の自殺爆弾テロによって人名被害が大きく発
生している。具体的な実態とその内容をみてみる
と、２０００年にはテロ１件、死亡者１名で、２００１年
にはテロ１件、死亡者５名であった。そして、
２００２年にはテロ７件、死亡者５８名、負傷者１１６名
に至っている。この時期はアメリカの主導下に行
われた「アナコンダ作戦」と「マウンテン作戦」
がアフガンにおけるテロ集団の掃蕩とテロ活動の
封鎖、そしてテロリストの資金凍結という目的で
アフガン内における戦争が進行された９）。その結
果、アフガニスタンのタリバン勢力は追い出さ
れ、テロ活動が非常に減少することになった。捕
虜になったタリバン勢力は、キューバのグアンタ
ナモ米軍基地の収容所に収監されて、戦争捕虜に
対するジュネーブ条約や UN人権協約を無視する
不法な監禁と拷問が行われ反人間的な処遇状況に
おかれている１０）。残留タリバン勢力は、山間地域
の窟に隠れてイラクから姿を消し、テロがほとん
ど発生しなかった時期でもあったのである。しか
し、「対テロ戦争」がイラクを対象として勃発し
た２００３年からは再びテロと犠牲者が急に増加しは
じめた。
上記の図からは、２００３年においてのテロは２７
件、死亡者６９名、負傷者９８名であり、２００４年の場
合にはテロ４５件、死亡者１８５名、負傷者１３７名であ
る。この時期は NATO軍がアフガニスタンのタ
リバン勢力を完全に瓦解させないままイラクを攻
撃することによって、アフガニスタンとイラクの
タリバン勢力が糾合してテロリズムを惹起する契
機となった。つまり、５４ヶ国に達する同盟国の軍
隊と非政府団体が、救護と再建のためにアフガニ
スタンに駐屯することによって、無差別的テロリ
ズムが本格的におこなわれ、これによる死亡者や
負傷者が急に増えていったのである。ことに、一
方的イスラムとの関係改善やイメージ回復という
米政府の政策である「教育を通じての友情
（Friendship through Education）」という汎国民的
プログラムの実施や、「アフガン児童のための基
９） （Park Hwee Rhak）、「アメリカによるアフガニスタンの対テロ戦争に関する遂行分析」、『国防研究（安
保問題研究所）』vol４５（国防大学校安保問題研究所、２００２）、p.１００．
１０） （Kim Young Sok），「国際法上におけるテロ行為の規制とアメリカのアフガニスタンに対する戦争に関す
る考察」、『中央法学』第７冊（中央法学会、２００５）、pp.５１―５２と （Shin Young Ho）、前の論文、pp.２１３―
２１８．
２００３年 ２００４年
月 事件数死亡者負傷者 月 事件数死亡者負傷者
１ ０ １ ３ ３０ １５
２ ０ ２ ５ １５ １５
３ ３ ３ １ ３ １ ３
４ ４ １０ ２ ４ ０
５ ６ １０ ６ ５ ３ ４ ６
６ ４ １０ ５３ ６ ７ ４１ ２２
７ ４ １２ １３ ７ ６ １４ ３４
８ ２ １７ ２ ８ ４ ２２ １１
９ ０ ９ ３ ３ ２３
１０ ０ １０ ７ ２２ ８
１１ ２ １ １ １１ ６ ３１ ３
１２ ２ ６ ２０ １２ ０
合計 ２７ ６９ ９８ 合計 ４５ １８５ １３７
＊２００３年から２００８年９月までにおけるこのデータは、「韓国国
家情報院のテロ情報センター」「インターネット NAVERポー
タルサイト」のニュースに基づき分析を行った。しかし、公
開データであるため修正された可能性もあるし、報道されて
はない事例もありうるため、この結果は確定事実とはいえな
いが、全体の流れを見通すためには参考になると考える。
表１：アフガニスタンにおけるテロ事件と被害者に関
する年度別分析
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２００５年 ２００６年
月 事件数死亡者負傷者 月 事件数死亡者負傷者
１ ０ １ ０
２ １ １０ ５ ２ １５ ６５ ６０
３ ９ １７ ３４ ３ ２３ ５２ ３３
４ ３ １５ ０ ４ ０
５ ６ ３７ ７９ ５ ２５ ７５ ２３
６ ８ ４６ ２７ ６ ３０ ９９ １１５
７ ７ １７ ５ ７ ４５ １５５ ２７８
８ ２ ８ ３ ８ ３９ ２１７ １６６
９ ２ １１ ２０ ９ １７ １３０ １６３
１０ ５ ３５ ６ １０ ３ ９ １２
１１ ６ １３ ７ １１ ５ ６６ ４８
１２ ４ ８ １７ １２ ２ ７ ３
合計 ６３ ２１７ ２０３ 合計 ２０４ ８７５ ９０１
金（America’s Fund for Afghan Children）」を創
設するなど、非政府団体の活動に対するアメリカ
の支援は、むしろアフガン内のテロ活動に火をつ
ける結果として働いたのである１１）。
２００５年にはテロ事件は６３件、死亡者２１７名、負
傷者２０３名に増加し、２００６年にはいってからはテ
ロは増え、およそ２０４件のテロ事件に対して死亡
者８７５名、負傷者９０１名に至っている。このような
「新テロリズム」の急増とおびただしい人命被害
の原因として、アメリカブッシュ政府のイスラム
圏に対する人種的・宗教的な非難と、ヨーロッ
パ、とりわけ、２００６年１月デンマークのある新聞
の社説にムハンマドの頭が焼かれている爆弾を批
判的に風刺した記事などが、西欧国家に対する敵
対感情を増幅したことがあげられる。また９月教
皇ベネディクト１６世は、イスラムと暴力性との必
然的関係についての発言をし、イスラム人の強い
反発や怒りが惹き起こされた事件においても、こ
うしたテロの急増という悲劇的結果の一つの要因
として作用したことがうかがえる１２）。
２００７年には前年と比べ、テロ事件が１６件と減少
し、死亡者２１４名、負傷者１２６名と減っている。そ
して２００８年９月現在７５件のテロ事件に死亡者４８６
名、負傷者６９１名に至って、再び増加する趨勢で
ある。ことに、この時期では相対的にテロより拉
致事件が相当多く発生した年であり、拉致された
人質を利用した長期的宣伝効果と身代金によるテ
ロ資金確保、そして外国軍の撤収と仲間釈放など
を要求することによって、拉致を戦略的道具とし
て利用した。たとえば、２００７年７月１９日アフガン
における韓国人宣教奉仕団２３名の拉致事件が発生
した当時、タリバン武装勢力がメディアを通じて
「費消型のテロよりは、算出型の拉致を戦略的に
利用する」という意志を表明したように、拉致と
いう手段を利用して国際社会に自分たちの理念と
目的を続けて貫徹させていくことを予告した。
また、無差別的拉致事件も２１世紀「新テロリズ
ム」の一形態として位置づけられ、こちらの方が
国際情勢や国家政策に大きい影響を及ぼしてい
る。たとえば、テロを取り巻く危険というのが、
国家を内部的に保安の側面から統制と監視という
保護障壁として防ぐ役割を果たしたというなら、
拉致事件は、それが政治的目的であろうと経済的
目的であろうと、国家の政策と企業の海外進出に
１１） （Park Hwee Rhak）、前の論文、pp.１０４―１０５．
１２）The Financial Times,２００６．９．１８記事参照．
２００７年 ２００８年
月 事件数死亡者負傷者 月 事件数死亡者負傷者
１ ０ １ ２４ ９４ １０５
２ １ ２０ １２ ２ １２ １５５ １６５
３ ３ ５ ５ ３ ５ １６ １１０
４ １ ７ ３ ４ ６ ６０ ５９
５ １ ７ ０ ５ ０
６ ３ ３８ １ ６ ８ ４０ １１
７ ０ ７ ５ ７４ １８２
８ ０ ８ ６ ２１ １５
９ １ ３０ ３０ ９ ９ ３１ ４４
１０ ３ ６ ９ １０
１１ ２ ９６ ６１ １１
１２ １ ５ ５ １２
合計 １６ ２１４ １２６ 合計 ７５ ４８６ ６９１
表２：アフガニスタンにおけるテロ事件と被害者に関
する年度別分析
表３：アフガニスタンにおけるテロ事件と被害者に関
する年度別分析
【L：】Server／関西学院大学／社会学部紀要／社会学部紀要第１０７号／宋奉虎 ２ 校
― ―２１０ 社 会 学 部 紀 要 第１０７号
大きい障害をもたらし莫大な経済的損失が惹起さ
れ、国家を外部的に孤立させた１３）。とくに、ここ
数年間、テロと拉致に関する動向をみれば、人的
・物質的な損失と危険負担が大きいテロより、一
人の拉致でも大きい波及効果、たとえば、逮捕し
た仲間釈放と数百万ドルの交渉金の要求、そして
人質の命を担保としたマスコミやインターネット
動画を利用した宣伝效果など、いわゆる、戦略的
道具として利用する拉致事件が増加している。そ
してアフガニスタン内の拉致事件を分析してみる
と、テロより少ない数を記録しているが、平均７
～８件以上が発生し、続けて増加している趨勢で
ある。とりわけ「対テロ戦争」の初期には、拉致
対象は外国人のみであったが、戦争状態の継続に
より、外国人や外国人に協力している自国民も拉
致対象に含まれた。内外国人を区分しない無差別
的に拉致対象を拡大することによって犠牲者はよ
り増加していった。交渉条件はほとんどタリバン
捕虜の釈放や、アフガニスタンに駐屯している
NATOの多国籍軍撤収を要求しているが、テロ団
体との交渉拒否というアメリカの態度を中心にし
た国際社会の暗黙的な慣例によって大部分の要求
条件が貫徹されないままである。しかし戦争初期
にはタリバンの要求条件が拒否されたにもかかわ
１３）David Wiencek、「International Kidnapping: Threats and Responses」、『対テロ政策研究論叢』第５号（国家情報
院、２００８）、pp.１６９―１８４．
拉致日 対象（名） 要求条件 交渉結果 拉致期間 結果
２００３
１０月３０日
トルコ人
道路技術者（１）
武将勢力３名の釈放
２名の釈
放
３２日 釈放
１２月７日
インド人
技術者（２）
タリバン同僚５０名の釈放 未確認 １７日 釈放
２００４
２月
トルコ人
道路技術者（１）
７２時間内にアフガニスタンから支
援軍の撤収
未確認 １１３日 釈放
１０月２８日 UN職員及び外交官（３） タリバン同僚２６名の釈放 拒否 ２７日 釈放
１２月１４日
トルコ人
道路技術者（１）
未確認 ２日 釈放
＊２００３年から２００８年９月までにおけるこのデータは、上記のデータと同じく「韓国国家情報院のテロ情報センター」「インターネット
NAVERポータルサイト」のニュースに基づき分析を行った。しかし、公開データであるため修正された可能性もあるし、報道され
てはない事例もありうるため、この結果は確定事実とはいえないが、全体の流れを見通すためには参考になると考える。
拉致日 対象（名） 要求条件 交渉結果 拉致期間 結果
２００５
５月１６日 イタリアの救護団体職員（１） 暴力組織ボスと母を釈放 拒否 ２５日 釈放
８月３１日
英国の技術者（１）
（前英国軍部士官）
タリバン、米軍の協力者は殺す。 ３日後 処刑
１１月２１日
インド人
道路技術者（１）
４８時間内にアフガンから撤収 拒否 ３日 処刑
２００６
３月１１日
米軍基地の下水浄化会社職員（ド
イツ人１名、アルバニア人３名）
タリバン、米軍の協力者は殺す。 ２日後 処刑
７月１１日 アフガニスタンの女性政治人（１）
タリバンの女性外部教育と勤労禁
止
３日 処刑
９月１３日 国際 NGO職員（３） 未確認
１０月１２日 イタリアのカメラマン（１）
イタリア軍の撤兵、イタリア内に
アフガニスタンの難民送還
拒否 ２３日 釈放
１１月１９日 パキスタン記者（２） 未確認 ７日 釈放
表５：アフガニスタンにおける拉致事件とその経過
表４：アフガニスタンにおける拉致事件とその経過
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拉致日 対象（名） 要求条件 交渉結果 拉致期間 結果
２００７
３月５日
イタリアの記者及びアフガニ
スタン通訳・運転手
タリバン仲間釈放 ５名釈放 １４日
釈放．アフガニ
スタン人処刑
４月３日
フランス救護団体職員（２）
アフガニスタン人（２）
フランス軍の撤収
フランス
軍の撤収
考慮
３９日 釈放
４月１７日 アフガニスタンの公務員（２） 未確認 未確認
７月１８日
ドイツ人の技術者（２）
アフガニスタン人（５）
ドイツ軍の撤兵、身代金の要
求、タリバン仲間５名と交換
拒否の後
交渉 ９０日
ドイツ人１名死
亡、全員釈放
７月１９日 韓国人の宣教団（２３）
韓国人の撤兵、タリバン仲間
との一対一交換、身代金の要
求
一部受容
（身代金
を払う）
４３日
２名死亡、全員
釈放
８月３日 インド人のエンジニア（１） 未確認 未確認
９月６日
NGO所属
アフガン人（１２）
未確認 未確認
９月１５日
バングラデシュ NGO事務職
員（１）
未確認 未確認
９月２４日 イタリアの兵士（２） 未確認 釈放
９月２６日
国際赤十字委員会所属のアフ
ガニスタン人職員（４）
未確認 ４日 釈放
９月２７日
国際赤十字職員（ドイツ人２，
アフガニスタン人２）
７月１８日拉致事件と関連
拒否後交
渉
３日 釈放
１０月１０日
ドイツ人のエンジニア（１）
アフガニスタン人（４）
タリバン仲間６名との交換 交渉 釈放
１２月１７日
ドイツ救護団体のドイツ人大
工とその家族（アフガニスタ
ン人の妻と子）
未確認 未確認
１２月２３日 アフガン人（７） 未確認 処刑
１２月２４日 アフガニスタン人（２） 未確認
未確認
人質１名処刑
２００８
１月２０日
地域平和和解委員会の代表へ
の爆弾テロの後、運転手と警
護員
未確認 処刑
１月２３日 デンマークの言論人（１） 未確認 ７日 釈放
１月２６日 米国の女性救護要員と運転手 未確認 ３０日 処刑
２月１０日
パキスタンの勤労者（１１）、
アフガニスタンの警護員（２２）
未確認 釈放
２月１１日 アフガン駐在パキスタン大使 ９０日 釈放
６月２７日 軍人と政府関係者（１１） 未確認 未確認
８月２６日
NGO所属の日本人（１）と運転
手
アフガニスタン内の外国人追
放
１日
日本人処刑、
運転手釈放
９月２３日
軍施設内のアフガニスタン人
勤労者（１５０）
未確認 未確認
表６：アフガニスタンにおける拉致事件とその経過
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らず、拉致された人質たちが全員釈放されたとい
う事実は、表面的にはみえない経済的支援や金銭
的交渉による釈放の可能性が裏面では公然と行わ
れたことが見て取れよう。
２００３年と２００４年の拉致事件を参考にすれば、拉
致対象全員が外国人という特徴と、要求条件の受
容可否に関係なく、一人の犠牲者も発生せず全員
が釈放されたという事実がわかる。このことは、
みえない交渉の可能性と人質に対する人導主義的
態度ととらえられよう。というのは、上記の年度
別にテロ事件でも取り上げたように、この時期に
おいては、テロ集団の掃討やテロ活動の封鎖とい
う目的下で、NATO軍の軍事作戦が行われ、その
結果、多くのタリバンの犠牲、索出がされたから
である。そのため、十分に報復的観点から人質を
処刑することも可能であったにもかかわらず、全
員が釈放されたという事実は、その根拠を裏つけ
ることができよう。こうした論拠は、２００５年と
２００６年の拉致された人質に対する処遇や要求条件
と比べてみると、十分理解できる。
２００５年と２００６年には、２００３年と２００４年に比べ、
何の要求条件もなしに無条件「米軍協力者は殺
す」という、極端で過激な態度への立場変化とと
もに、大部分の人質たちが処刑されていることが
理解できる。このように人質たちに対する態度の
急変は、２００５年と２００６年のテロ事件の急増や、数
多くの犠牲者の発生という状況のような文脈から
見て取れる。アメリカ政府を中心にした西欧のイ
スラムに対する非難と宗教的無理解による葛藤、
そしてメディアを通じて拡散していくイスラムに
向けた批判的世論が、イスラム人の怒りを一層か
き立て、極端な「反米」「反西欧」という敵対感
情を増幅させた結果ともみられる。そして「米軍
協力者は殺す」といった強い反米感情の表出から
は、今までは外国人を対象とした拉致が行われた
が、この時点から外国人に同調する自国民に対す
る拉致の可能性も内包していることかがわかる。
こうした事実は２００７年と２００８年の拉致事件から十
分読み取れると考える。
２００７年、２００８年においては、アフガニスタン内
のタリバンの勢力は続けて増加するとともに、テ
ロの減少と拉致の増加という現象が同時にあらわ
れている。これは、長年の戦争によって数多くの
人的・物質的被害、そして、人類歴史上、最悪の
貧困国家となったアフガニスタンの状況、しか
も、麻薬密売に依存した戦争資金調達の困難さに
よるテロの減少が予想できる。その反面、拉致が
増加している現象は、２００３年から軍事的支援の援
助と本格的に行われているアフガン内の救護活動
と再建活動に基づいた、非政府救護団体所属の外
国人の増加による手軽な拉致対象を提供したこと
にその原因が推察できる。のみならず、人質を利
用したテロ資金の確保や、メディアを利用した宣
伝效果、そして仲間釈放や要求と外国軍隊の撤収
という政治的・経済的・軍事的な効果による拉致
の増加も考えられる。なによりも、２００３年と２００４
年の人質全員釈放、２００５年と２００６年の大部分の人
質処刑という相異なる現象に比較して、２００７年と
２００８年は、人質の処刑と釈放がいり混じるという
特異な実状を見せている。これは交渉の優位的位
置を占めることによって、時間がへるにつれ、技
術的・戦略的な形態で進歩していくことが理解で
きよう。また前述したように自国民に対する拉致
もこの時点からあらわれはじめたのである。
２．アフガニスタンにおける韓国人宣教
団２３名の拉致事件と Netizen世論
アフガン内から勃発した多数のテロリズムの中
に、２００７年７月１９日アフガンにおける韓国人宣教
団の拉致事件は世界的な関心と非難をもたらしな
がら、イスラムのタリバン勢力に一番成功的な拉
致事例を残してくれた１４）。この事件は韓国社会に
おいて大きな反響を呼びながら、韓国キリスト教
と韓国宗教団体らの自省と反省という宗教社会学
的関心と意味をも招き寄せた。また、国際社会に
は反戦集会と人質救命をスローガンにする市民運
動が拡散される契機を作り出したし、イスラムに
関する市民たちの関心と彼らの立場から「対テロ
戦争」をみようとする、各界各層の活発な動きを
提供することにもなった。それだけではなく、イ
ンターネット上では、拉致された人々がイスラム
１４） （Seo Jeong Min）、前の論文、pp.１０２―１０６．
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国家でキリスト教の宣教（またはボランティア）
活動の途中で拉致されたという Netizenの間で
は、キリスト教とイスラム間の「宗教戦争」「第
２の十字軍戦争」と解釈されもした。また、韓国
における一部のキリスト教信者の妄信的・盲目的
な信仰形態が UCCなどインターネットに流布し、
韓国キリスト教の排他性と攻撃的な宣教が全世界
の Netizenの批判の対象ともなった。
このような世間の注目をひきつけた韓国人宣教
プンダン
団の拉致事件は、韓国の盆唐にあるセンムル教会
の短期宣教奉仕団２３名が宣教奉仕活動をするた
め、アフガンを旅行した途中でタリバン勢力に拉
致され、２３名のうちペ・ヒョンギュ牧師（７月２５
日）、シン・ソンミン（７月３１日）の二人が殺害
された後、８月２８日の釈放合意を最後に４１日ぶり
に解決した事件である。その経緯をみれば、以下
のとおりである。
今回アフガン韓国人宣教団の拉致事件は、数多
くの誤報や推測記事が溢れ出るほど全世界のメ
ディアの関心をひきつけることとなった。しか
も、インターネット上でも国境をこえた各国の
Netizenの関心と世論を導き出した。インター
ネット上で Netizenの世論は、拉致された人々の
釈放よりも、拉致された人々に対する非難の方向
でインターネットコミュニティに乗って留めるこ
とができないほど早く形成されていった。これは
韓国キリスト教の全般的問題を提起するととも
に、韓国宗教の社会的問題にまで広がっていっ
た。一方、現実社会では「対テロ戦争」を対象に
反戦運動やアメリカの責任論、派兵反対などをス
ローガンにして拉致された人々の釈放を促す街頭
行進やキャンドル集会が連日発生し、インター
韓国人宣教団の拉致事件
日付 経 緯
７．１９
プンダン
アフガニスタンのタリバン勢力によって韓国の盆唐にあるセンムル教会の短期宣教奉仕団２３名が拉致
７．２０
ロイター通信、韓国人の拉致事件について報道。政府の共同対策本部設置、タリバン側は２１日午後までアフガ
ニスタンにおける韓国軍の撤収要求、要求に応じない場合人質殺害の脅迫
７．２１
前盧大統領、CNNなどを通じて人質釈放をために緊急のメッセージを発表。カリユスープ・アマディタリバン
の代弁者は２２日午後２時半まで、逮捕されたタリバン仲間２３名の釈放を実行しなかったため、タリバン側は人
質殺害を警告。仲間釈放の期間を２２日午後７時までと１次延長。
７．２２
アフガン政府、部族院に釈放のため仲裁要求。タリバン仲間と拉致された韓国人との交換要求、交渉期間２３日
午後７時までと２次延長。
７．２３
タリバン、交渉期間２４日午後７時までと３次延長。タリバン勢力とアフガニスタン政府との交渉失敗。韓国政
府との直接対話を要求。
７．２５
タリバン、逮捕された仲間を釈放しなかったため、２５日午後２時に韓国人人質の一部殺害を警告。韓国政府と
の交渉失敗を通報した後、ペ・ヒョンギュ牧師殺害。
７．２６ タリバン、最後の交渉時間として午前１時通報。イン・ヘンジュ氏が米国 CBS放送とのインタビュー。
７．２７ タリバン、人質釈放の交渉期間を無期限延長。
７．３０ アフガニスタンの AIP報道を通じて韓国側との交渉失敗を通報してから人質殺害を警告。
７．３１ タリバン、シン・ソンミン氏を追加殺害。アフガニスタン政府と米国務部が交渉不可原則の固守。
８．１ アフガニスタンを旅行禁止国として指定。
８．１０ 韓国側とタリバン代表との初対面。
８．１１ アルジャジーラ放送を通じて女性人質２名の釈放報道
８．１３ 韓国の女性人質２名（キム・ジナ、キム・キョンジャ氏）釈放
８．１８ 韓国側の交渉態度に不満をもって人質の追加殺害の脅威
８．２５ 外信報道によって韓国人の人質１９名釈放説に対してタリバン側の否認
８．２７ 韓国軍のドンイ・ダサン部隊の撤収計画を発表。CBS報道による韓国人人質の追加釈放の可能性を報道
８．２８ 韓国人人質１９名に対する全員釈放を合意
表７：アフガニスタンにおける韓国人２３名の拉致事件とその経過
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ネット Netizenと市民団体の間に利害葛藤と社会
的議論をもたらすこととなった。
とくに、韓国社会に大きなアンチ的趨勢をもた
らす Netizenによる批判の要旨をまとめると、次
の通りである。１）外交通商部の警告にもかかわ
らずアフガニスタンで宣教活動を行ったこと、
２）韓国政府の航空チケット取消措置について国
家賠償を求めて訴訟を起こしたこと、３）外交通
商部の干渉に対して遺書を書いて抗議したこと、
４）政府専用機を送った外交通商部の帰国要請を
拒否したこと、５）イスラム寺院で賛美歌を歌っ
て他宗教の聖地を冒涜したことを主な内容とし
て、「無概念」など過激な表現を拡散しながら非
難を行った１５）。
そして、Netizenが拉致された人々の釈放に不
満を抱き、強硬に対応した理由は、１）宣教をボ
ランティアとしたマスコミの報道操作、２）出国
禁止措置にもかかわらず宣教活動に赴いて拉致さ
れたこと、３）税金の浪費、４）身代金がテロ資
金に使われさらなる被害が起こる恐れがあるこ
と、５）テロ集団との交渉によって国家のイメー
ジが落ちること、６）テロ集団との交渉という前
例によって韓国国民が第１の拉致の対象になる可
能性があるということ、７）求償権、社会奉仕な
ど国家と国民に及ぼした損害の補償を彼らに請求
すべきこと、８）韓国キリスト教の排他性と攻撃
的な宣教に対する不信感、９）ソマリアに拉致さ
れた韓国の船員に対する韓国政府の無関心、１０）
韓国政府とテロ団体の交渉という前例が今後もた
らす可能性のある被害への不安、１１）拉致問題へ
の韓国キリスト教の消極的な態度、などに集中し
ていた。これらは、この問題に批判的な立場をと
る大多数の Netizenの意見に論理的根拠と正当性
を与え、彼らと対立する Netizenとの討論におい
て論理的な主張の根拠として大いに参照された。
また、Netizenの間に広く共有された韓国キリ
スト教の問題とは、１）攻撃的な宣教、２）利己
主義、３）排他性、４）教会の巨大化、５）牧師
のスキャンダル、６）献金強要と関連した事件資
料と写真などがインターネット上の掲示板や
（Dea―gul１６） にリンクという形でアドレスは流布
していった。これは韓国キリスト教や韓国宗教を
対象とした宗教的信仰問題をインターネット討論
の場や Dea―gulで Netizenの主な論争で扱われる
ようになった。なにより韓国キリスト教の排他性
を素材とする韓国の檀君１７）像と仏像の破壊事件と
かかわる写真がリンクされ拡散することによっ
て、再び韓国キリスト教の排他性が取り上げられ
た。そして韓国キリスト教の宣教方式と８００億
ウォン以上の予算を入れて新築しているノックサ
ン教会など韓国教会の巨大化の趨勢による牧師の
聖域化がインターネット上に流布することで非難
世論はより強く形成された。「キリスト者天国・
不信者地獄」という極端な二分法的考え方にとも
なう不満や、外来宗教であるキリスト教の伝播に
よって韓国人を幻惑させるという内容、それから
韓国キリスト教の赤い十字架を飾られている韓国
の夜景についての非難、しかも牧師のセクハラ問
題がパロディーされ Netizenの非難世論が形成さ
れていくなかで重要な視覚的資料として提供され
た。それだけではなく、韓国キリスト教と係わる
Netizenの非難世論形成にはアンチ宗教サイトの
役割が多いに役立った。Netizenはこれらアンチ
宗教サイトを窓口として、韓国キリスト教の問題
とかかわる事件や多数の資料を掲示板 Dea―gulを
利用して広く流布させるなど、反キリスト教・反
宗教的世論を形成させていった。
３．アンチ宗教サイトとその役割
韓国におけるアンチ（anti―）という用語は、
反対、敵対、対抗、排斥という辞書的意味以外に
も、ある対象に対して論理的、合理的に批判を行
い間違った部分をやり直してより肯定的な方向に
発展していくという意味がある。過去の独裁政治
と民主主義という価値を中心に既存の文化、言
１５）このような Netizenの批判は、２００６年８月アフガニスタンで行われた「アフガン平和行事」と関連して韓国政府
とキリスト教団体の間で発生した対立事件と結合して形成された側面もあった。
１６）韓国の （Dea―gul）はインターネット掲示板でユーザーたちが文を交わす事、 （Dea―gul）は英語‘reply’
に由来、その意味をハングルに翻訳して作る語。ドサン百科事典 EnCyber & EnCyber. com。
１７）檀君：古朝鮮における最初の王様、韓国人における最初の始祖として崇拝。
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論、政治、芸術、宗教など、多様な分野の価値、
権力、社会制度に反対する反社会的意味も内包し
ている。しかしアンチは特定イシューや特定人
物、特定企業に対する健全な批判文化の場として
サイバー空間の民主化を目指すという肯定的な側
面もあるが、悪口と悪性ルーマーなどの側面から
批判もなされている。
アンチサイトというのは、特定の個人、または
団体が自分の反対する個人や団体を対象にサイ
バー空間のサイトを開設することによって、これ
に反対する論理と感情を流布しながら類似の意見
を有した人々と社会的連帯をし、抵抗的な活動を
行っていくサイトのことを意味する１８）。韓国最初
のアンチサイトは１９９８年に開設されたアンチテレ
トビ（c２k. net/teletubbies）であろう。企業とか
かわるアンチサイトの嚆矢は、１９９９年７月に開設
された「ゴールドバンクを脱退しようとする人々
の集まり」が挙げられる。１９９９年１０月ニックス社
が３億の１位ドメイン受賞作として ifree. comを
選定したことで、これに Netizenが操作疑惑を申
し立て惹き起こされた「アンチニックス」キャン
ペーンは、アンチ文化の成長に中心的な動機と
なった。一方、２０００年６月末には韓国内のあるア
パート業社が自分を誹謗する文を載せたアンチサ
イト運営者に対して、誹謗禁止仮処分申請を法院
に提出することなど、アンチサイト活動が法廷攻
防にまで飛び火した。
２００１年と２００２年は、アンチ活動の全盛期であっ
た。たとえば、「浦項製鉄の三美特殊鋼雇用承継
拒否事件」を扱った英文「アンチポスコ」、病院
で不当待遇を受けた人々の集まりである「アンチ
メディカル」の登場、「アンチ修学能力試験イン
フレーション」「アンチ盗撮」「アンチミスコリ
ア」「アンチ青瓦台」などが次々とあらわれた。
２００１年には主に相対的な弱者や被害者たちが人
物、商品、宗教、企業、団体、国家などを対象に
自分たちの主張を貫徹したり、被害の補償のため
の「自救型」アンチサイトが盛行するなど、アン
チ談論が拡散された２００２年には特定対象の矛盾を
やり直し、これを前向きに発展させようとする社
会運動次元のアンチサイトとしてうまれた。その
例として、「市民・消費者の権利を守るアンチ連
合」という下で、各種アンチサイトを集めたポー
タルアンチサイト「イェザンティ（www.
yesanti. com）」の開設、アンチサイトの順位を出
している「アンチ１００（www. anti―１００. com）」、
アンチ専門検索サイトである「アンチ２１世紀
（www. anti２１c. com）」、多様なアンチサイトを連
帯からサービスを提供する「アンチネットワーク
（www. antinetwork. net）」などが創設されたが、
これらは２００５年まで活動をしてその以降は確認で
きない１９）。２００３年の主なポータルサイトのなかで
存在するアンチサイトをみれば、「YAHOO」では
１８）このようなアンチサイトは大きく四つに分けて分析することができる。第一は、社会的な制度に反対するサイト
である。このサイトは Miss Korea Beauty Contest制度や学校制度、企業制度や宗教などまで社会的にイシューに
なる問題群を扱う。第二は、国会議員や公人に対するアンチサイトである。芸人を対象にするアンチサイトが大
部分であるが、政治人や市民団体の指導者などの行動を監視するアンチサイトも多い。第三は、ポータルアンチ
サイトである。これは特定企業や個人ではなくて、多くの企業が扱う事業や公人たちを対象とするサイトであ
る。このサイトには通信の掲示板のような意見を共有する場合が多い。最後は、特定商品や企業に反対する消費
者アンチサイトである。消費者がどんな特定ブランドの商品に反感をもって運営しているサイトが大部分であ
る。（ （Kim Nam Do）・ （Kim Sun Ock）、「消費者アンチサイトに対する研究：評価模型開発、評
価及び発展方案の模索」、『情報化政策』vol、１０（韓国情報社会振興院、２００３）、pp.５６―５７．）
１９） （Choi Young Won）・ （Lee Eun Hee）、「消費者の自発的アンチサイト関連者たちのアンチサイト
の評価：質的研究方法の適用」、『韓国生活科学会誌』第１６冊（韓国生活科学会、２００７）、p. ７８６と （Kim
区 分
サイトの数
２００２年 ２００３年
コンピューター、インターネット、通信 ４３ ４５
ビジネス、経済 １２２ ８１
政治、政府 ５９ ３１
教育 ３０ ３０
芸術、人文 １９ ２
エンターテイメント １１７ １０６
社会、文化 ７８ ７９
ニュース、メディア ２２ １０
健康、医学、スポーツ １３ ２１
生活、家庭 ９ ２
合 計 ５１２ ４０７
表８：韓国におけるアンチサイトの種類と分布
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１７２個、「NAVER」では１０３個，「EMPAS」では１５２
個のアンチサイトが登録している。その分布や規
模は、２００２年度に比べて、若干表面上小康状態を
みせながら、アンチサイトが多少減少した以外に
は大きい変化がみられないまま続けて活動し存在
していた２０）。
これとともに、宗教関連アンチサイトは、２００８
年２月を時点として約５６個が存在している。最初
のアンチ宗教サイトは、１９９９年７月２１日に開設さ
れた「進化論と創造論」というサイトである２１）。
アンチ宗教としての役割というより宗教と関係す
る自由な討論の場を提供することに主な目的がお
かれている。現在も活動をしており現在１，７４６人
に達する会員を有している。２０００年にはアンチ
ニュース、キリスト教批評、クラブアンチキリス
ト教（韓国反宗教クラブ）、アンチキリスト教出
版会合など四つのアンチ宗教サイトが登場してお
り、韓国キリスト教の教会世襲化や壇君像破損、
そして攻撃的な宣教などが社会の大きな問題と
なって動きはじめた。ここで２０００年から２００８年ま
で韓国のアンチ宗教サイトを年度別にその種類と
発生背景をみてみると以下のとおりである２２）。
これらアンチ宗教サイトは、先述の韓国キリス
ト教の攻撃的宣教、利己主義、排他性、教会の巨
大化、牧師のセクハラ、献金強要などと関連する
諸問題を中心に、情報のやりとりをしたりなど世
論を集めることで反キリスト教的・反宗教的な情
緒やインターネットの共同体を形成している。こ
Jong Gil）、「『アンチサイト』の社会運動的性格及び新たな抵抗潜在力の探索」、『韓国社会学』第３７巻（韓国社
会学会、２００３）、pp.１５３―１５４．
２０） （Cho Sung Jin）・ （Kim Sang Kok）、「アンチサイトが企業に及ぼす影響と対応方案に対する研
究」、『大韓産業工学会の秋季学術大会の論文集』（大韓産業工学会、２００２）、p.１８５と （Kim Jong Gil）、前
の論文、p.１５７資料参照。
２１）http://cafe. daum. net/revolution
２２）１９９９年１月１日～２００８年現在、Naverポータルサイトの宗教関連ニュース資料と祈祷革命教会の caféから提供
されたキリスト教に対するアンチサイトを分析．
http://cafe. naver. com/prayer７７７. cafe?iframe_url=/ArticleRead. nhn%３Farticleid=３１０
年度 社会的背景 サイト
２０００ 教会世襲化、壇君像破損、攻撃的な宣教 進化論と創造論
２００１ 進化論と神学
２００２ アンチキリスト教（daum.net）
２００３
牧師の姦通事件（韓国キリスト教総連合
会長）
反キリスト教市民運動連合、アンチキリスト教（gaver）、不拒
topia、反キリスト教資料室、サタンとイエス、アンチキリスト
教解決団、黒十字架、白十字架
２００４
キリスト教の保守右翼団体の国家保安法
死守国民大会と親米運動、キリスト教政
党創設
アンチバイブル、正しい見解、献金払って天国行く、韓国イエ
スを信者処断青年会、神秘会合、残忍な小説、カンホクンのア
ンチキリスト教、アンチキリスト教のため祈り会合、アンチ改
新教会イエスさま真の愛、考えている人々の café、Do you
know..?、vamprism、Church１１９、キリスト教が嫌な人々
２００５ 私立学校法改定反対
アンチイエス、改宗、アンチキリスト教（naver.com）、キリス
ト教の虚構、Xバイブル、悪魔賦活サタン崇拝、韓国反宗教ク
ラブ、アンチキリスト教に対する思い
２００６ 宗教税金問題
宗教批判自由実現連帯、宗教法人法制定推進市民連帯、キリス
ト教アイデンティティ回復
２００７ アフガニスタンにおける韓国人拉致事件
uribri（豪華絢爛）家、反キリスト教市民フォーラム、アンチキ
リスト教連帯、韓国宗教改革市民連帯、イエスアンチキリスト
教、やせ地に火をつける、キリスト教を反対する会合、これが
正しいキリスト教だ
２００８ 政府の仏教弾圧 キリスト教意識改革
表９：韓国におけるアンチサイトの年度別の発生背景
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とに、これらサイトはアフガン韓国人宣教団の拉
致事件を、韓国キリスト教の問題からの発生結果
という観点から、問題の資料を提供したり、自由
討論の場を提供して Netizenの世論形成に核心的
な担い手として役割を果たした２３）。その結果、韓
国キリスト教は、伝来１２０余年ぶりに最大の危機
に逢着することとなり、韓国宗教界の「宗教のあ
り方をみつけよう」という変革の原動力にもなっ
た２４）。
なによりも前に述べたように１）反キリスト
連、２）宗 批 連、３）宗 推 連、４）「dcinside」
における「宗教ギャラリー」、Daumにおける
２３）〈ニュース njoy〉〈クリスチャン today〉〈キリスト教 times〉〈クリスチャン連合新聞〉〈ニュースmission〉の
２００７年１２月「キリスト教系の総決算１０代ニュース」http://www. sisafocus. co. kr/news/view. php?n=２８０５４&p=１&s
=３と〈クリスチャン Q〉送年特集２００７年韓国教会「第１部―韓国キリスト教、アンチを越えて」という懇談会で
韓国キリスト教の持つ問題がインターネット上にアンチ文化を形成させたことを指摘している。
http://www. cbs. co. kr/Nocut/Show. asp?IDX=７０２０４６
２４）〈連合ニュース〉の２００７年１２月１７日‘宗教... 非難・自省’記事参照。
http://news. naver. com/main/read. nhn?mode=LSD&mid=sec&sid１=１０３&oid=００１&aid=０００１８６０９６０
区分
反キリスト教市民運動連
合
宗教批判自由実現市民連
帯
宗教法人法制定推進市民
連帯
韓国宗教改革市民連帯
設立 ２００３ ２００６ ２００６ ２００７
構成
コラム、討論屋、アンチ
ニュース、アンチバイブ
ル、オープン庭、休憩室
韓国宗教現況、宗教と思
想、コミュ二ティ、宗批
蓮ジャーナル、全国市民
連帯
宗教と法、宗教と金、宗
教と権力、宗教と人権、
宗教と史学、宗教と文化、
宣教と布教、宗教人探究
事業、記事、掲示板、資
料室、コラム
目的
キリスト教の撲滅（『反キ
リスト教宣言文』→良心
の自由に違反する観念を
植え付けてくれるから）
腐敗宗教反対、政治宗教
反対、脱税宗教反対（『定
款』→宗教権力監視と実践
的な市民行動を通じて自
由と正義、人権が正しく
実現される参与民主社会
建設）
元気な宗教、清らかな宗
教系を作る（『宗教法人法
制定推進市民連帯』→宗教
の世襲、横領、醜行、背
任など否定的な姿が消え
て、新しく生まれるよう
に）
非常識、非道徳的、非倫
理的な宗教指導者に対す
る批判と忠告をする純粋
な市民団体の役割（『韓国
宗教改革市民連帯宣言文』
→宗教改革十誡命に基づく
韓国の宗教と文化を改革
行事
・「悪書バイブル子供禁止
制定１０００万名署名運動」
（２００５年５月～２００８年６月
１１日：５，９７４名）、
・「韓国のキリスト教が少
数宗教で転落する時期
は？」（２００８年５月１４日か
ら：９２５名）
・「宗教人脱税防止署名運
動」（２００６年２月～２００８年
８月：５，０４５名）
・「宗教系性差別撤廃運
動」（２００６年７月）
・「宗教法人法制定運動」
（２００７年７月：イ ン タ ー
ネット署名運動）
・「アフガニスタン事態真
相糾明市民集会」（２００７年
９月９日）
・「ソマリア事態解決催促
市民集会」（２００７年１０月１９日）
・「宗教法人法制定運動か
ら立法請願汎国民署名運
動へ転換」（２００８年３月）
・「宗教法人法制定汎国民
署名運動」（２００７年から：
２６４名）、
・「宗教指導者財産公開」
（２００７年）
・「センムル教会自省催促
運 動」（２００７年９月～２００８
年５月２５日：第１０次 集 会
を行う）
・「ハンオ－ル山祈祷院問
題」（２００８年４月：サ イ ビ
医療行為）
・「宗教政党落選運動」
（２００８年４月：政教分離運
動
特徴
インターネットのサイト
を中心に活動、コミュニ
ケーションを通じて経験
と意見交換、代表的なキ
リスト教アンチサイト
市民運動中心の活動、一
日最大２０．０００名以上の訪
問者数を記録
宗教関連専門家で構成、
学問的な研究と分析、宗
教教育の場所として社会
的・文化的役割
アフガニスタン拉致事件
のきっかけで発生、短期
間に急成長、キリスト教
によって傷ついた信徒が
主体
表１０：韓国における代表的な宗教関連アンチサイトとその構造分析
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「アゴラ２５）」の「宗教房」、５）韓宗連など、アン
チ宗教サイトの役割が大きな役割をはたした。各
サイトの設立目的と構造的特徴、そして活動など
を分析してみれば、以下のとおりである。
反キリスト連（反キリスト教市民運動連合、
２００３年）は、「キリスト教の撲滅２６）」という批判
意識から出発して、最近「悪書バイブル子供禁書
制定１０００万名の署名運動」を実施している。この
運動は子供たちのための正しい宗教教育の必要性
を促している。宗批連（宗教批判自由実現連帯）
と宗推連（宗教法人法制定推進市民連帯）の場合
は、２００６年から現在まで重要な論点として挙げら
れている宗教税の問題を取り上げ、２００６年「宗教
人の脱税防止署名運動」や２００７年「宗教法人法制
定汎国民署名運動」を中心に宗教の社会的役割と
責任、そして他宗教との共存を求めている。
dcinsideにおける宗教ギャラリーと Daumにおけ
るアゴラの宗教房においては「自由な」インター
ネットの討論場として、宗教または宗教問題に対
する Netizenの意見や考えをはばかりなく意見を
交わす過程でインターネット上での宗教文化の形
成の場を提供している。韓宗連（韓国宗教改革市
民連帯、２００８年）はアフガンの韓国人拉致事件と
関連して少数の Netizenがセンムル教会の自省を
促す国民運動から市民団体へと成長した団体で、
この団体は腐敗宗教・政治宗教・脱税宗教に対す
る批判をスローガンにした宗教自浄センターとし
ての役割を果たしている。
各々のアンチ宗教サイトは韓国キリスト教にお
ける他宗教と非宗教人に対する排他的な態度の改
善とともに、宗教による被害を最小化するため、
宗教権力に対する監視と批判から人権が正しく具
現される参加民主社会の建設という共通の問題意
識を持って積極的で活発な活動を行っている。と
くに相互間に直／間接的なネットワークが形成さ
れ、いつでも自由に意見や資料を交換することが
できるようになっている。インターネット上に自
由掲示板や Dea―gulを利用して Netizenの世論を
受け入れたり、重要な資料や事件にかかわるイン
ターネットサイトをリンクするなどの方法で、
Netizenの世論形成において架橋の役割を果たし
ている。このような活動は、各サイトが独立性を
維持しながらも連帯的な活動が可能となった点か
ら、巨大な世論がすばやく爆発的に形成されるよ
うにしている。結局アンチ宗教サイトは、アフガ
ニスタンの韓国人拉致事件を韓国社会における宗
教的危機という局面にまで拡大し、さらに韓国宗
教団体の自省と反省による宗教間に「対話の場」
を新しく開いた。また、Netizenの積極的な参加
と活動をサポートしながら、韓国社会の多様な問
題を ON―LINEあるいは、OFF―LINEの両面から積
極的・体系的に活動をしている。
おわりに
２１世紀「対テロ戦争」以後、相次ぐ「新テロリ
ズム」の危機は、国際社会を「反テロ法」などの
ような保安法の中に閉じこめることで、「世界化
の中の鎖国化」という風潮を創出している。とり
わけ、「反テロ法」は、国家の統制と監視の機能
を強化させ、政府次元の身体の不自由を含む人権
侵害を正当化していく。このような国際社会の
「新テロリズム」の恐怖と保安という取り組みの
なかから、人種的、宗教的差別の緊張などが深刻
化するなかで、アフガニスタンの人々は７年間続
いている戦争によって無惨に踏みつけられてい
る。しかも自国内で発生しているテロと拉致で数
千名にいたる無罪の生命が犠牲にされている。こ
うした状況のなかでもアメリカを中心とした同盟
国の相次ぐ追加派兵や支援は、むしろ反米イスラ
ム勢力によるテロリズムをかきたてる新たな原因
を提供するのみで、国際社会やアフガニスタン内
に発生するテロリズムの根本的な解決策には及ん
でいない状況である。一方、アメリカを中心に動
いている国際社会は「対テロ戦争」以後、アメリ
カの一方的な視角から脱して、イスラム圏に対す
る考え方と声を傾聴するという新しい動向が形成
されるようになった。こうした傾向は、イスラム
２５）古代のギリシアによって作られた都市国家の中心広場（政治・経済・宗教が集中し、政治的集会・市民の討論
会、そして市場がつくられた場所）を意味する。
２６）『牧会と神学』２００８年新年号の特集記事を参照。
http://news. naver. com/main/read. nhn?mode=LSD&mid=sec&sid１=１０３&oid=００１&aid=０００１８７９７７２
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に対する関心と論争を誘発させただけでなく、イ
スラム武装勢力のテロリズムに対して再評価しよ
うとする観点すら拡散していく動機ともなった。
このようなイスラムに対する新しい視角や論議
が続いているなかで、韓国の宗教団体の信者がア
フガニスタン人を対象とした宣教活動を行う途中
で、タリバンの人質となったアフガン韓国人宣教
団の拉致事件が発生した。この事件は、国際社会
の関心と非難をもたらしながら、韓国キリスト教
においては最大の危機に逢着することとなった。
とくに韓国キリスト教の宣教問題が国際社会の注
目を引きながら論争の対象となり、インターネッ
ト上では UCCなど、動画サイトに韓国キリスト
教の狂信的な信仰行動が流され、海外 Netizenの
非難の声も高調した。そして韓国宗教団体の自省
と反省による「宗教間の和合」という雰囲気や実
践が導き出され、イスラム理解という文化的風潮
が生まれることとなり市民や学界の関心が集めら
れた。ここには、なによりもアフガニスタンに人
質となった宣教奉仕団に関する非難の世論形成
と、韓国キリスト教の自省と反省におけるイン
ターネット Netizenやアンチ宗教サイトの役割が
大きく作用した。１９９９年を嚆矢とするアンチ宗教
サイトは、今日に至っても宗教問題をめぐってま
すます増加している状況であり、韓国の宗教改革
のための市民と Netizenの積極的な参加と活動の
担い手としてその役割を果たしている。最近、韓
国では米国産牛肉輸入問題と関係して韓国李明博
大統領とキリスト教の問題、そして政府の仏教弾
圧と関連して Netizenの世論を集めるのにその役
割が果たされている。
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The２３Korean Kidnapping event in Afghanistan and the Internet
― Focussing on Anti―Religion Sites―
ABSTRACT
Contemporary global society is marked by fear, insecurity and discrimination
produced by the new terrorism. The “war on terror” in retaliation of the９／１１attacks in the
United States has only increased terrorism worldwide. A series of political, religious, and
racial condemnations by the West on Islam has increased global terrorism, isolated a great
many Muslims from the international society and produced thousands of civilian victims
every year. Foreigners from non-governmental organizations and native Afghan
cooperators, both of whom aided the Afghan people and worked for the reconstruction of
Afghanistan, became the principal victims of the new terrorism. This paper discusses the
new terrorism occurring around Afghanistan, with the intention of understanding the
present realities of the war on terror. In particular, through public opinion expressed on
the Internet, the author examines how the abduction of twenty three Korean missionaries
by the Afghan Taliban affected South Korean society. It induced criticisms to the Korean
Christian religion in international society. In domestic, it also led to criticisms and spread
out through the Internet media. Finally opinions domestic as well as international made the
Korean Christian religion critical and it had never happened over１２０ years. Especially
these movements were mainly formed by Netizen（means Koreans using Internet） and
finally their opinions made anti-religion groups in the Internet society. In results, the
Korean Christian religion changed themselves by self-examination. Recently, Netizen build
the opinion group out of individuals for social and economical issues. Furthermore, they
are actively leading the trend of public opinions about religious problems as well as
government policies.
Key Words : terrorism, war on terror, kidnapping event, Afghanistan, Internet, Anti-Site,
Religion
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